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「第１回 傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会」 

 

第１回 議事録 

 

 

１ 日 時  平成２１年６月２９日（月）   

２ 場 所  全国都市会館 地下１階 第３・４会議室 

３ 出席者 

  メンバー   荒木田委員、有賀委員、岩田委員、遠藤委員、岡井委員、 

 川部委員、宮本氏（黒瀬委員代理）、坂本委員、高山氏（笹

井委員代理）、島崎委員、杉本委員、田上委員、田中委員、 

津田委員、野口委員、前野委員、宮坂委員、山崎委員、山 

本（修）委員、山本（保）委員、横田委員          

消防庁    岡本長官、株丹次長、石井審議官、開出室長、溝口専門官 

  厚生労働省  外口局長、榮畑審議官、三浦課長、中山室長、高宮補佐 

  事務局    加藤企画官、君塚補佐、森田補佐 以下６名 

         中谷補佐、中野専門官 以下２名 

  欠席者    阿真委員、石井委員 

４  会議経過 

 

 １ 開会[事務局]   

 

２ あいさつ 

【岡本長官】   

皆様、こんにちは。岡本でございます。委員の皆様方には、お忙しい中、本検討会の

委員をお引き受けいただき、また本日ご出席いただきましたことを厚く御礼申し上げま

す。 

  お集まりの皆様方、もう既に私どもと、かなりの問題意識を共有させていただいてお

ります。この傷病者の搬送と受け入れという問題に関しましては、役所的に言いますと、

私ども消防庁と厚生労働省、この２省でよく連携をして、この制度をつくっていくとい
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うことが常々求められてまいったわけでございますけれども、お集まりの委員の皆様の

お手伝い、ご指導をいただきまして、この４月に消防法を、共管の形で改正をさせてい

ただきまして、搬送と受け入れの、消防と医療の、いわゆる連携に関する制度をつくら

せていただきました。５月１日に公布をいたしまして、１１月の初め、この秋の施行を

目指して、現在準備をいたしているところでございます。一番国会の議論でご指摘をさ

れましたことは、１つは、このシステムをどのように回していくのかという議論。それ

からもう１つは、この制度をつくったことによっても、すべての救急医療でいろいろ問

題になっていることが解決されるわけではないのではないかということ、大きく言えば

２つのご指摘であったかと思います。２つ目の指摘に対しましては、ほとんどの委員会

で私どもと厚生労働省、連日一緒にお答えさせていただきましたけれども、私どもは、

今持っている医療資源の体制の中で、最大限これを傷病者の方に、どうすれば救急医療

で一番実のあるものを提供できるのか。そのために、搬送と受け入れといったものを切

れ目なく行うことによって、またこれを２４時間・３６５日、システム的にきちんと運

用していくことによって、救急医療のサービスを国民に提供していく、そのための制度

であるというふうにご説明をしてまいりました。実際に、この制度をこれからつくって

まいりますのは各都道府県で、各都道府県のそれぞれの医療資源、あるいは体制の中で

これを現実化していくわけでございますけれども、今回皆様方にお願いいたしておりま

すのは、各都道府県におきますこのシステムのガイドラインと申しますか、１つのベー

スになるいろいろな観点といったものをぜひご審議をいただき、ご示唆をいただくこと

によりまして、それぞれ各４７都道府県におきます基準作成の一番のベースになるもの

を、ご審議をお願いいたしております。そういう意味で、ここにお集まりの皆様方、そ

れぞれの分野におきます第一人者の皆さんでいらっしゃいますから、ぜひ皆様のお知恵

をいただきまして、それぞれの県、地域におきまして、救急医療が万全のものとなりま

すように、ご指導、ご支援いただきますようにお願い申し上げまして、冒頭のごあいさ

つとさせていただきます。 

【事務局（溝口）】 

  続きまして、厚生労働省医政局長外口より、ごあいさつ申し上げます。 

【外口局長】   

医政局長の外口でございます。第１回の会議の開催に当たりまして、ごあいさつを申

し上げます。わが国の救急医療、救急業務につきましては、すべての救急患者が必要な
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医療を迅速に受けられる、救命率の向上、後遺症の軽減が図られることを目指し、医療

関係者や消防関係者、地方公共団体、国等が力を合わせて、救急医療体制の確保に取り

組んできたところであります。しかし近年、救急搬送が増加する一方で、医療機関の減

少、中核的な救急医療機関への負担の集中などにより、救急患者の受け入れ能力の限界

も生じてきております。こうした状況を改善するため、救急医療体制の充実を図ってい

くことに加え、先ほど岡本長官からご説明ありましたように、今国会において、医療機

関と消防機関の連携を強化することを盛り込んだ消防法の一部改正が行われました。救

急患者が症状に応じた適切な医療機関に、より円滑に受け入れられるようにするために

は、地域全体で各医療機関が、医療機能に基づき役割分担、連携を行う体制を構築する

とともに、消防機関がそれぞれの医療機関の役割を理解し、適切な医療機関に搬送する

体制を構築することが必要と思います。ぜひ委員の皆様方から、率直なご意見をいただ

きまして、各都道府県が地域の実情に応じて、実効性のある実施基準を策定できるよう

なガイドラインをつくっていきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 ３ 委員紹介  

  事務局より、委員、オブザーバー及び代理出席者の紹介が行われた。 

 

 ４ 座長選出 

  事務局からの推薦により、山本保博委員（東京臨海病院院長）が選出された。 

  

 ５ 座長挨拶【山本（保）座長】   

東京臨海病院の山本でございます。 

  このたびは、このような非常に重要な検討会の座長ということで、非常に緊張してお

ります。この改正法は、４月２４日に国会を通って、５月１日に公布ということであり

ますけれども、その間いろいろなところでディスカッションをしてきたことを、ついき

のうのように思い出します。 

  これからのルールづくりというのは、この法律に心を、あるいは真心を入れていくわ

けでございますので、私には荷の重いことは重々わかっております。委員の皆様のお力

をかりながら、スムースに、そして所期の目的を達するように最善の努力をしていきた

いというふうに思いますので、ぜひご協力のほどお願い申し上げたいと思います。 
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６ 資料確認 

  事務局より、配布資料の確認がなされた。 

 

 ７ 議事 

【山本（保）座長】 

 まず、議題１「傷病者の搬送及び受入れの実施基準等について」でございますけれど

も、議題１について、事務局から説明を願いたいと思います。 

【事務局（溝口）】   

では、「傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会資料」をご準備いただけ

ればと思います。まず検討会の目的から始めまして、消防法改正に関する概要、そして

現時点での医療提供体制がどうなっているかということ。そして、消防法改正で位置づ

けられております基準に関すること、協議会のメンバーに関すること、調査・分析に関

すること、そして最後にスケジュールに関することというような形のアウトラインで、

ご説明をさせていただきたいと思います。１ページ目でございますが、本検討会の目的

でございます。消防法の改正というのが５月１日に公布しております。そして、現時点

では６カ月以内に施行するということになっておりまして、この準備を行っているとい

う状況でございます。消防法の中では、実施基準と協議会という２つの柱がございまし

て、都道府県がそういう実施基準ですとか協議会というものをつくっていくということ

になりますけれども、そこについてのガイドラインというものを、当検討会の中では議

論をしていくという形になります。 

 この検討会の進め方でございますが、本日の議論を踏まえまして、また座長ともご相談

の上でではございますけれども、作業部会というようなことも立ち上げて、詳細な部分

は検討をしていく必要があるだろうというふうに、事務局としては思っております。 

 その作業部会をする際に、状況によっては、親会の先生たちにもオブザーバーとして参

画していただくかどうかといったことも含めて、座長の山本先生とご相談をしたいと思

っております。２つ書いておりますが、実施基準のガイドライン、そして協議会に関す

る検討といたしまして、構成メンバーのこと、そして調査・分析の方法といったことを

提示していくというのが、本検討会の目的になります。２ページ目でございますが、消

防法改正に関することでのご説明です。協議会という形で、都道府県に、消防機関です
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とか医療機関のメンバーから成る協議会を置きます。役割といたしましては、実施基準

に関する協議、あるいは調査・分析を行い、必要に応じて、意見具申というような形で、

都道府県知事のほうにも言っていくという形、枠組みになっております。３ページ目は

実施基準についてですが、協議会の協議も得まして、都道府県が策定・公表するという

ような形で、実施基準、搬送受け入れについて、地域できちんとルールをつくっていき

ましょうと。これまで搬送受け入れについて、地域でルールがあるところもございます

が、ルールがないところもあります。どういう状況かといいますと、普通の救急搬送に

おいては、１１９番が入って、救急車が出動して、そこで患者さんの状態を見て、医療

機関にこの患者さんを受け入れてもらえますかという照会をかけて、オーケーが出たら

救急搬送を行うということをやっているわけですけれども、そういったものを傷病者の

状況に応じて、どういったような形で搬送受け入れを行っていくかということを、地域

全体で答えを出していこうというような枠組みになっております。１から４まで項目挙

げておりますが、１といたしましては、医療提供体制側が、こういう形で受け取れます

と。２といたしましては、１のリストにどうやって消防機関側がマッチングしていくか、

傷病者の状況を確認してマッチングしていくか。３といたしましては、患者さんの情報

を伝言ゲームをするといいますか、伝達をするときにきちんと伝わるよう、こちらも共

通の認識を持っていきましょうと。４といたしましては、いろいろなルールを決めてい

てもうまくいかないような場合があると、どうしても患者さんの手術対応中で患者さん

を受け取れないというような場合もあるということがございますので、速やかに決定し

ない場合においてどうするかということも、地域全体の共通の認識としてあらかじめ持

っておきましょうということが、消防法の改正でございます。そして、総務大臣、厚生

労働大臣が情報提供等の援助をするという、この１つがガイドラインの策定でございま

して、今我々がまさに検討を行っているというものが、都道府県に提示されていくとい

うことになります。こういった枠組みに魂を入れていくという作業が、現時点での段階

でございます。４ページ目は参考でございます。きちんと条文ベースで書いたもの、搬

送受け入れに関する基準とルールということでの法の条文を書いております。５ページ

目からは、現段階での医療提供体制がどういうような枠組みの中でなされているのか。

これは医療法に基づく内容になりますけれども、医療計画という中で医療提供体制が整

備されております。４疾病５事業と言われますが、その中に救急医療というのも入って

おります。６ページ目でございますが、救急医療については、この医療計画の中で、３
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次、２次、初期というような形で大きくは分かれております。３次というのが、非常に

重症ですとか、複数の診療科領域にわたるといったような、１００万人に１つですとか、

都道府県に１つしかないような大きな医療機関と。そして２次救急医療機関というのが、

入院といったようなことに対応する、地域で完結する医療機関。そして初期という形で、

比較的軽症のウオークイン、自分で受診するといった形での医療機関という形で大きく

は分かれておりまして、消防のほうでもこれを念頭に置きながら、搬送を行っていると

いう状況になります。７ページ目でございますが、ではということなんですけれども、

そのピラミッドの初期・２次・３次だけですべて搬送が決まっているかというと、そう

いうわけではございませんで、傷病者に応じて、これは脳疾患の方だからこの医療機関

に運ぼうといったようなことがあるのではないかということで、今回の消防法の枠組み

を準備して、きちんとルールを決めていこうという状況になっています。８ページ目で

ございますが、それをもう少し基準ということに落とし込むために図にしたものでござ 

います。傷病者の観察をして、最初のひし形のところですけれども、決定としてはバイ                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             

タルサイン、これは脈ですとか呼吸、血圧、体温、生きているあかしといいますか、非

常に生命反応のところをまず見て、これはもうまずいと、早く運ばないと死んでしまう

というようなときには、ほんとうに高次の医療を提供できる救命救急センターのところ

に、何をもってしても救命救急センターということで、まず１つ病院というものを分け

られるだろうと。それはもう極めて特殊な、高度な医療を提供できるということで、医

療機関のリスト上も分かれるだろうという形で、事務局の図として提出をさせていただ

いております。その上でそこを越えた後は、いろいろなことを考えながら消防のほうも

運んでいるというのがございますけれども、医療機関を分類するということになった場

合においても、救急医療という中では、そういった医療機関のリストをつくっていくと

いうことに当たっては、幾つか分類方法があるだろうということで、事務局より、３つ

の段階に分けて図をつくっております。疑われる疾患ベースのもの、脳疾患、心疾患と

いったような形のもの、あるいは症状・主訴、外傷、意識障害、腹痛ですとか頭痛です

とか、そういったものも入ってくると思います。診療科、小児科、産婦人科、整形外科、

あるいは精神科といったようなことも入ってくるかと思いますが、それぞれいろいろな

軸からの判断をもって、脳疾患のところから分かれておりますけれども、非常に重症度・

緊急度が高いと、これはもう高度な医療が必要だというときに、またそこに対応できる

医療機関がリストとして上がってくるといったようなイメージになろうかということで、
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消防法の医療機関のリストのイメージという、基準のところを図にしております。これ

を実際の表にしていきますと９ページになりまして、それぞれの項目ごとに医療機関の

リストが入ってくるということになりますが、一番下の注釈をごらんいただければと思

いますけれども、上記の基準は例示であり、どの程度まで分類するかは地域の実情に応

じて決定されるということを加えております。これはもう医療資源の地域の状況によっ

て変わってくるということになろうかと思います。より詳細に分類したほうがマッチン

グがうまくいくのか、あるいは粒度というものを大変粗くしたほうがうまくいくのかと

いうのは、地域の実情になるかと思います。さりとて、１０ページでございますが、い

ろいろな考え方には軸があるということでございまして、どういった軸で医療機関のリ

ストをつくっていくのが適切かということを、この検討会の中ではご示唆をいただけれ

ばと思っております。１１ページ目でございますが、ここにいらっしゃいます島崎先生

が平成１６年にまとめた検討会の資料より、表に分類したものでございますけれども、

以前の知見ということでご紹介させていただきますけれども、島崎先生がまとめた分類

としましては、救急隊員が活用しやすいようにという観点から、重症度・緊急度という

のを分けるということでの１つの成果を出していただいております。それぞれ症状を中

心に１０種類の分類ということになりまして、横軸で、生理学的な評価ですとか症状と

いったようなものがあるだろうと。そして外傷については少し特殊でして、解剖学的な

評価ですとか、受傷機転ということで、車外へ放り出されたといったようなことも見て

いかないといけないだろうということで、まとめられております。これは参考資料２の

ほうにも提示をさせていただいておりますので、適宜ご参照ください。なお、先生のま

とめられた中でも、周産期、乳幼児という部分は、完全に症状というだけではないとい

うものも入った上で、１０種類に分かれております。１２ページ目でございますが、こ

れはその報告書の中から抜き書きしたものでございます。全体の流れとしてはこういう

ような形で、重症と中等症というので分かれているということで、報告書はなされてお

ります。第１段階、第２段階という形です。我々といたしましては、こういったものを

活用しながら、いかに搬送受け入れのルールで活用できる医療機関のリストをつくって

いくのかというのが命題ということになります。１３ページ目からでございますけれど

も、いろいろなこういった基準、これから我々がつくっていく基準というものについて、

具体的な例を幾つかご提示させていただきたいと思います。東京都の中では、脳卒中と

いうことについては、こちら有賀先生もいらっしゃいますけれども、こういう形でルー
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ルというのが決まっております。１３ページ、１４ページのような形で医療機関のリス

トというのが決まっておりまして、１５ページによって救急隊が状況を確認し、伝達す

るということが決められております。そして１６ページ目でございますが、これは脳卒

中からまた外れはしますけれども、同じく東京都、これは東京消防庁さんの観察カード

ですけれども、傷病者の状況を確認し、伝達するに当たって、どういったものを確認し、

どういったものを伝達するのか。うまくお伝えするというようなことについては、例え

ばこれは外傷のルールですけれども、外傷の中でも外見から、無表情でうつろになって

いるとか、冷や汗が出ているとか、受傷機転が右下にございますけれども、いろいろ、

車から放り出されたといったようなものは重要なものとしてとらえるべきだというよう

なカードがつくられておりまして、今東京のご紹介をさせていただきましたけれども、

いろいろな地域に応じて、こういう確認・伝達についてもルールを決めていくと。ポイ

ントは、これを消防側だけでやっていても仕方がなくて、医療機関側もこういったもの

をもとに照会がなされるのだという、関係者間でちゃんと共通のルールとして認識をし

ていくべきだろうと。それこそが基準、ルールというような形で進めているという現在

の枠組みでございます。１７ページ目は、医療機関が速やかに決定しない場合にどうい

った方法があるかということで、非常に搬送受け入れの医療機関が決まらないといった

ような場合のときに、コーディネーターというような形で地域調整をやるというやり方

もあれば、とりあえずまずは一旦受けて、応急的に処置をした上で、適切な医療機関に

搬送するといったような形での方法、これも地域の医療資源の実情に応じていろいろあ

るかと思います。そして１８ページ目でございます。基準の１つということにはなりま

すが、少しミクロではなく、マクロのところから入っていきたいと思いますが、都道府

県間の調整が重要であるといったことが、国会の審議の中でも出されております。 

そして、都道府県間の調整が必要ですというようなことが、医療計画の中でも書かれて

おります。これが１８ページ目から１９ページ目にかかわるところでございます。そし

て１９ページの中段下、ドクターヘリと書いておりますが、今回の消防法改正の中では、

どういった搬送手段を使うのかということも、１つの共通ルールとして全員で共有する

というようなことも可能になります。消防防災ヘリ、ドクターヘリ含めて、いろいろな

搬送手段ということもあります。そこを踏まえた上で、都道府県間の調整についてとい

うことでの説明ですが、２０ページ目をごらんいただければと思います。今回初めて出

させていただきますデータですけれども、都道府県でどういった調整が必要なのかと、



- 9 - 

 

これはもう現実問題としてどういう状況かというデータですけれども、救命救急センタ

ー、先ほど申し上げました一番高次の医療機関にどういう搬送がなされているのかとい

うのを、消防側のデータから分析したものになります。一番下にございますが、平成２

０年中の救急搬送における状況というものを、救命救急センターに運ばれた事案という

ことで整理したものになります。例えば、茨城県をごらんいただければと思いますが、

栃木県のほうに６３５件、そして千葉県のほうに６１６件。この辺の土地勘がある方は、

あそこの病院だなといったようなことがわかるかと思いますが、こういったデータを出

した意味というのは２つございまして、１つは、こういう都道府県間の調整が必要でし

ょうということ。そしてもう１点は、こういう調査・分析といいますか、こういうデー

タというのをまずきちんと把握していく必要があるだろうということでのデータ提示で

ございます。医療機関を都道府県を越えて選択するというのは、自分で医療機関を選択

する場合には往々にしてあるところでございますけれども、救急でのポイントは自分で

選択できないということにございますので、それを念頭に置いた上で、自分で東京のあ

そこに行きたいからということではなくて、救急車で運ばれるということが前提で、各

個人が選択できないんだということを前提に、こういったデータを踏まえた上で基準づ

くりが必要だろうということでのデータでございます。２１ページ目は、それを関西と

いうような形で整えたデータになります。わりと都道府県内で調整が行われているのか

なというようなデータにもなりますが、兵庫のところが少し鳥取のほうには行っており

ますけれども、大阪、奈良などはほとんど自分のところで行っているのかなというデー

タになります。２２ページ目は、その素データを表にしたものになりますけれども、奈

良県と、佐賀県を参考にご説明させていただきたいと思います。奈良県の欄をごらんい

ただければと思いますが、救命救急センターに運ばれた全搬送数が８５５件ということ

になっています。区域外搬送数、これは都道府県の外に運んだというのが２３件。この

パーセンテージが２.７％ということになります。その次に、全照会数ということになり

ますが、これは医療機関に、搬送していいですかと、受け取ってもらえませんかという

ことで問い合わせをしたのが１,６５０件ございまして、それを都道府県以外の救命救急

センターにやったというのが７１件ということになります。全照会数のうち、区域外、

都道府県外にお願いをしたのは４.３％でございまして、都道府県外にお願いをして、い

いですよとヒットしたのが大体３割ぐらい、３２.４％ということになります。片や佐賀

県で同じデータをずっと見ていっていただきますと、非常に区域外搬送数、ｂのところ
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になりますけれども、１,１４０件という形で、すべての搬送の中で大体３割近くが外に

依存していると。照会をしたものの中でも大体３割近くが、ほかの都道府県外のところ

に照会をかけている。しかしながら、外にお願いをして、いいですよと言ってもらえる

率は実に９割を超えているといったようなデータが出てまいります。都道府県を越える

のが良い・悪いということではなく、こういったデータをとらまえながらやっていく必

要があるということでございまして、２３ページ目をごらんいただければと思いますが、

これが完全に機能しているかどうかということはともかく、データ上は、先ほど申し上

げましたように佐賀県の場合ですと、佐賀県以外のところにお願いをして、オーケーで

すよと言われるのが９割を超えているわけですが、佐賀県の保健医療計画の中では、救

命救急センターということで、佐賀県のデータだけでなく、福岡県ですとか長崎のデー

タも入っているという状況になっています。この辺は行政が、各救命救急センターです

とか、あるいはほかの福岡県ですとか長崎県にもお願いをした上で、こういった記載を

しているというふうに伺っております。２４ページ目でございますが、いろいろな基準

がつくれますよというご紹介をさせていただきましたけれども、そのほかにもこういっ

た基準を読み込めますということでのご紹介です。「その他傷病者の受入れを行う医療機

関の確保に資する事項」というような形で、例を①から③まで挙げておりますが、救急

医療情報システムという厚生労働省で行っている事業がございますが、その事業におけ

る表示項目ですとか、情報更新頻度といった運用基準も決めることが可能ですし、②番、

こちらは１１９番通報時点で、非常に重症度や緊急度が高いということが疑われた場合

に、実際に救急車が着く前に、１１９番を受けた指令側で、もう既に医療機関を確保す

べく選定を開始しようといったようなルール、これは事前管制と言われるものですけれ

ども、そういったものも基準として共通ルールにできるのではないでしょうか。あるい

は災害時の搬送受け入れの連携に関するもの。そして、丸の２つ目ですけれども、「傷病

者の搬送及び受入れの実施に関し都道府県が必要と認める事項」ということで、①番、

ヘリコプターはどういうヘリコプターを使うかというようなこともルールとしてできま

すし、②番、ドクターを現場に同乗するといったようなことも基準として決めることが

可能です。２５ページ目は、こういった基準の策定について、どういったメンバーでや

りましょうというものについてですけれども、ひし形のものは主に法律の中に書かれた

ものでございますが、具体的には、例えば消防であれば、中小規模の消防本部も含めて

きちんと協議していくべきではなかろうかということで、事務局案として提示をさせて
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いただいております。２６ページ目以降でございますけれども、こちらからは、調査・

分析がいかに重要かというようなことで、今私どもが持っておりますデータを提示させ

ていただいております。こういったものを踏まえて、地域で調査・分析を行っていくと

いうイメージでの例示です。例えば照会回数、そして現場滞在時間といったものを、消

防庁としてデータで出しております。２６ページ目、２７ページ目、２８ページ目から、

棒グラフのある２９ページ以降、最終的には３４ページ目までのものは、こういった搬

送受け入れについて、いろいろな地域差があるということでのデータでございます。こ

こまでのデータは、詳細な説明は割愛させていただきたいと思います。３５ページ目で

ございますけれども、２次と３次の役割分担というのも非常に地域で重要になっており

まして、こういったデータも、例えば３５ページは、最終的に救命救急センターに運ば

れたという事案ですけれども、そこに至るまでにいろいろ医療機関で、うちは受け取れ

ませんと断ったという事案がありますが、そういった事案をとらまえてみた場合に、３

次医療機関が断る理由としましては、ベッド満床や手術、患者対応中という、受けたく

てもキャパの問題で受けられないと。逆に２次医療機関の場合においては、処置困難や

専門外ということで受けられないといったようなデータが出ておりますが、こういった

ものも踏まえて、いろいろと地域の実情に応じたルールをつくっていく必要があるだろ

うと。３６ページ目でございますが、それぞれの救命救急センターの受け入れ率という

のも、地域によって異なってまいります。そして、３７ページ目でございますが、救命

救急センター受け入れ率と一口に申しましても、受け入れ数がどこまでかということの

データも非常に重要になってまいります。ですので、この１つ１つの青いプロットは、

救命救急センターがどれだけ受け入れをして、どれだけの受け入れ率かということにな

りますが、非常にたくさん受け入れて、非常に受け入れ率もいいという場所もあれば、

そうでない場所もあると。ただ、これを受け入れ率がいいと、受け入れ数が多いという

ことをもって、ああよかったねと見るのか、非常にもうぎりぎりの状況でやっています

というふうに見るのか。あるいは、この受け入れ数の中でも非常にばらつきがございま

すように、全部が一律に、救命救急センターで受けるべきものと一般的に言われている

概念と一致するのか、それとも、初期まで含めて、非常に幅広にもう救命救急センター

対応でやっているのか、いろいろな状況がこの中には、地域の実情というのがあるとい

うことになろうかと思います。３８ページ目でございますが、これは東京消防庁管内で

の１週間近くの状況について、さらに詳細な情報を調査したということでのご紹介です。
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実情を知るというために、３９ページ目をごらんいただければと思いますが、いろいろ

な搬送受け入れに関するデータを、非常に詳細に調査していこうという取り組み。そし

てさらに、３９ページ目右下の備考欄でございますが、「救急隊から医療機関に伝達した

情報」というような形で、それは４０ページ目にもつながっていくのでございますが、

傷病者に関する情報といたしまして、いろいろな背景情報も含めてとっていこうという

ことで、詳細調査を各関係機関で連携して行いました。４０ページ目をごらんいただけ

ればと思いますが、こういうコード表をつかって、それこそこの調査を行うにも、消防

機関と医療機関が同じルールに基づいて調査を行ったというものになります。そして４

１ページ目でございますが、どういったことがわかったかという概要がまとめられてお

ります。４２ページ目は、こういった詳細なデータをとることによって、「傷病者背景あ

り」というものについて少しデータがわかってきたという部分がございまして、「傷病者

背景あり」の丸の２つ目でございますけれども、１人の傷病者において、複数の傷病者

背景が把握されたものもございますが、精神疾患ですとか急性アルコール中毒ですとか、

複数科目、認知症といったようなことは、伝達する中で伝達している事項であり、そう

いった背景を伝達したものについてどういうデータだったのかというのを見ていきます

と、４３ページ、４４ページ目をごらんいただければと思います。例えば、精神疾患、

急性アルコール中毒というのが、ございますけれども右の列が照会回数になっておりま

すが、この傷病者背景を遠目に見ていただいた中でも、照会回数が非常に多いカラムの

中にデータが入ってきているなというのがわかるかと思います。これをまとめたものが

４４ページの表になりますが、照会回数が１回から始まりまして、「１１回以上」「合計」

という形の縦の欄がございます。そこで一旦この表というのは切れる表になっておりま

すけれども、精神疾患と急性アルコール中毒について、横に見ていっていただければと

思いますが、４回以上という、一旦小計を行った後、再集計をしたところの項目をごら

んいただければと思います。精神疾患の場合は４回以上で決まりました、要するに３回

は、ちょっと今は難しいですということで決まったというのが３６.１％。急性アルコー

ル中毒については、３８.２％が４回以上かかったと。逆に言いますと、６割近くは３回

以内で決まったということになりますけれども、これを全数ということで見ていきます

と、一番上の欄を見ていただければと思いますが、４回以上「どうですか」という問い

合わせをするのは８.３％でございますので、全体平均からするとなかなか決まるのが難

しいといったようなデータが出てきたという状況がございます。もちろん、これのほん
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とうの理由はどうだったのかとか、あるいは急性アルコール中毒については、意識とい

うものが非常に見にくいという医学的な背景も全部含んだうえでですが、少なくともこ

のようなデータをとらまえながら、今後、搬送受け入れというものを具体的に、運用面

という側面からのルールを決めていく必要があるだろうと。医療計画というのが医療提

供体制のハード的な意味合いとするならば、今回の消防法改正で、そういうソフト的な

運用というものを、現実のデータに基づいて決めていく必要があるだろうと考えており

ます。４５ページ目は、スケジュールということになりますが、５月１日の公布という

ことが行われまして、都道府県関係者向けの説明ビデオというものを現在発表しており

ますが、現時点は６月２９日ということで、この検討会を実施しております。５月１日

の公布が、１０月末までには施行ということになりますので、それまでに何らかのガイ

ドラインを発出したいという形で進めております。説明が非常に長くなりましたが、以

上でございます。 

【山本（保）座長】 

  事務局、ありがとうございました。非常に詳細にご説明をいただきました。最後にも

ありましたとおり、我々これからやっていかなければいけないのは、ガイドラインづく

り、そしてもう１つは協議会、そして協議会の実施基準等々をここでもうつくっていか

なければいけないというところがあるわけであります。もちろん構成のメンバー等に関

しては、なかなかここで決めていくというのは難しいものがあるのではないのかなと私

も思いますので、できれば事務局と座長にその辺を一任させていただくということを前

提にしながら、作業部会で細かいことはやっていこうと。だけれども、今日はこれから

の時間を有意義に、どこからでも結構でございますので、この辺のところはどういうふ

うに考えたらいいのか、あるいは質問でも何でも結構でございますので、いかがでござ

いましょうか。ご質問、あるいはご意見等がありましたらお願いしたいと思います。  

私、まず皮切りに、まだ今日初めての委員の皆さんもおられると思いますので、既に我々

の動いている協議会、あるいは検討会等々がありまして、それと今回のこの協議会との

役割の違い等について、多少ご説明をいただければと思います。その中で１つは、やは

り搬送ということになりますと、全国メディカルコントロール協議会があるわけです。

それから受け入れのところは、救対協と言っておりますけれども、救急医療の対策協議

会等々が各都道府県ではあるわけでございますが、この２つと、今回のつくらなければ

いけないという協議会の役割の違いと申しましょうか、いかがでございましょうか。開
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出室長、どうぞ。 

【開出室長】 

  座長のほうからありましたが、現在メディカルコントロール協議会ということで、都

道府県単位では全部、４７の都道府県に設置されておりますし、都道府県の中に細かい

地域のメディカルコントロール協議会がございます。従来、なぜメディカルコントロー

ル協議会というものができたかといいますと、救命士法の制度創設以後、救急救命士が

行う救急救命処置を医学的に、その質を保証するという体制、消防機関、医療機関が参

画する協議会ができたという経緯がございますが、これについては救命士を含む救急隊

員の行う処置の行為の質の保証ということで、中心的な活動を行ってきております。も

ちろんその中にも、病院の選定だとか、応急処置だけではなくて救急搬送についても取

り組みをされている協議会があるわけでして、典型的には東京都が一番、いろいろな資

料も今日ご説明申し上げましたけれども、進んでおるわけでございます。私どもは、そ

ういったベースがありますので、今回消防法の中で設置が義務づけられました協議会に

つきましては、地域のそういったメディカルコントロール協議会というものが組織的に

も重なりますので、ベースとして第一に考えられるのかなということを思っております

けれども、ただ、都道府県におきましては、座長のほうからお話がありました医療審議

会の系列の救対協、救急医療対策協議会というふうに言うと思いますけれども、医療提

供体制のほうからの協議会というものもあるわけでして、そちらで今回の協議会なり、

実施基準策定等をやっていくほうがまとまるという声もお聞きしております。今回の消

防法の法律で設置が義務づけられております協議会というのは、何とか協議会というこ

とが法律で縛りがあるわけではありませんで、今日の資料でいいますところの、２ペー

ジにあります構成メンバーからなり、搬送受け入れについて協議を行うと、実施基準を

都道府県が定める場合の意見の聴取対象になる協議会ということですので、この要件を

満たしておれば、どういった協議会でも可能ということに法律上はなっておるわけです

けれども、ぜひ地域の実効性ある検討母体をベースに、今回の法定の協議会というもの

を立ち上げていただければというふうに考えております。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございました。我々親委員会としては、２ページの協議会のところ、そし

て３ページの実施基準のガイドラインをどのようにつくっていくのかという２本柱で進

めていくということになるわけでありますが、いかがでございましょうか。あるいは、
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この母体になりました救急業務高度化推進委員会の中で、消防と医療の連携のところの

部会長をされて、大変ご苦労なさいました有賀先生、何か追加があれば。 

【有賀委員】 

  横田先生のほうがいいと思いますが。 

【山本（保）座長】 

  横田先生、よろしいですか。 

【横田委員】   

はい。今の話の中で、１つは、そもそも論といいますか、法令が改正される以前の地

域の実情として、メディカルコントロール協議会といいますか、メディカルコントロー

ルの体制が、極めて先進的にやっている地域と、格差があって少し活動のおくれている

地域があるという実態がありました。ところが、先進的にやっているといいますか、い

わゆる精力的にやっているメディカルコントロールの活動の中で、救急隊員の質を保証

するための活動を中心にしていても、実は傷病者を病院に受け入れていただくところの

問題がどうしてもやはり出てきて、それを関与している医師、あるいは医療機関側も声

を出して言わないと、結局のところ隊員に傷病者の観察や応急処置を指導しても、結果

としてはそれが実践する段階になったら円滑に進まないということがあったわけです。

したがいまして、私は高度化のメディカルコントロール作業部会を担当しておりまして、

各委員の方々からいただいた意見は、メディカルコントロール協議会の諸業務といいま

すか、あるいは活動の範囲を広げて、しかも少し行政的に、あるいはできれば法的に位

置づけを明確にしていただきたいという多くの意見がありまして、高度化検討会のほう

にかけて、そういう方向で話が進んだ経緯があると私は認識しているわけです。そうい

う意味においては、活動がもう既に、実態としてメディカルコントロール協議会がなさ

れているところが、格差はあるとはいえ、大変熱心に進んでいます。ですから、個人的

な私見を申しますと、そこはそれが生かされるようにしていただきたい。裏を返します

と、新たな協議会がまた生まれて、従来やってきたメディカルコントロール協議会の活

動が、実はまた違うというような組織づくりなり体制なりで動いてしまうと、それなり

に活動してきたところの地域、あるいは都道府県というのは、かえって混乱を来します

よねという話もでてくるのかなというのが１点ございます。  それからもう１つは、

やはり受け入れ側から見た病院側の問題としては、従来のメディカルコントロール協議

会の活動実態では、確かに医療機関の方々の連携、あるいはシステム化というのがなか
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なかとれないという実態があったので、この先、例えばＭＣ協議会を発展的にするにし

ろ、それを包括した上で新たにつくるにしましても、一番大きな問題は、特に２次の救

急医療機関を中心にしたその協議会への強い関与といいますか、そこがおそらくキーワ

ードになるだろうというふうに思っています。少しご指摘いただいた論点から外れたか

もしれませんけれども、以上でございます。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。有賀先生、いいですか。どうぞ。 

【有賀委員】 

  今、横田先生がおっしゃったのは、例えば東京ではというふうにして、具体的な事例

でお話申し上げたほうがいいかもしれないので、せっかくのご指名ですので追加します。 

 例えば１３ページをあけていただきますと、東京都の脳卒中救急搬送体制についてとい

う骨格図があります。この骨格図のピンクの、救急隊が患者さんにめぐり会って、重症

度判定をして、そして搬送先を決めると。この「脳卒中の疑いあり」とか「脳卒中の疑

いなし」とかは、１５ページにあるような救急隊がとるべき作業として、時々「お作法」

なんて呼んでいますが、救急隊のお作法として脳卒中の疑いありや、なしやという話を

決めると。それはＭＣ協議会の、例えば救急処置基準委員会、そういうふうなところで、

このことを議論するわけです。その議論は、同時進行で、ここに脳卒中の急性期医療機

関とございますが、東京都における救急病院の中で、脳卒中の疑いありといったときに、

患者さんを受けられるよと、とくにｔＰＡの問題がございましたから、超急性期にｔＰ

Ａも打てますよというのと、ｔＰＡは打てないけれども、普通の脳卒中だったら普通に

見られるよというところもあります。勿論、それから脳卒中は勘弁、受けられませんと

いうところもあるわけですね。そういうふうな救急医療機関側での、キャッチャーとし

ての体制を整えるという意味においては、これは今のお話でいくと救対協側の議論にな

ります。だから、横田先生も言われたみたいに、救対協側の構えと、それからＭＣ協議

会側の搬送をまさにしようとするというようなところで、２つの大きな会がシンクロす

ることによって、この１３ページはできている。ですから、例えば３ページに、今回の

消防法改正による実施基準のルールについてというのがありますが、③の消防機関が状

況を伝達するためのルールは、今言った救急隊が患者さんを観察して判断したそのプロ

セスを、決められたルールに従って伝達をすると。その伝達をするときには、一定のリ

ストの中から医療機関を選んでいる。それは、そのすぐ上に書いてある②なんですね。
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ですから①、②、③、場合によっては④もそうですが、これを東京都において全く別個

の協議会をつくって、もう１回最初からやろうなんていう話には多分ならなくて、東京

都においてはＭＣ協議会、全県１区ですが、そのＭＣ協議会と救対協側との議論を、今

回の消防法の改正をきっかけにして、よりシンクロさせるような形で、新たなというの

かわかりませんし、相互乗り入れといっていいのかもしれませんが、協議会をつくって

いくというか、協議会をそういう意味では相互乗り入れして運営していくといったほう

がいいのかもしれません。ということなのかもしれません、一応東京都でやってきたと

いうことで。今、野口さんと目が合いましたが、それでいいですよね。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。 

【野口委員】 

  引き続きよろしいでしょうか。 

【山本（保）座長】 

  どうぞ。 

【野口委員】 

  済みません、東京の話ばかりで申しわけありませんが、私は消防機関という立場から、

今、お話になっているＭＣという問題も含めて、風景がこうなっているということをお

話しさせていただきたいと思います。現実に、さっき開出室長がご説明していただいた

ように、我々消防の救急というのは医療機関に搬送する、「（搬送するまでの応急処置を

含む）」というのが大体法律の構成なんですね。ＭＣがこれまでやってきていただいた成

果というのは、まさに病院に行くまでのもろもろの救急の処置をどうするかということ

を重点にやっていただきました。これは横田先生がおっしゃったとおりであります。そ

れがかなりやはり蓄積されてきて、かなりのレベルに上がってきたていうことは事実だ

と思います。しかしながら、そういうことを通しながら、例えば内因性の患者さんにつ

いてはどういう処置をするとか、外因性の患者さんについてはどういう処置をするとい

うところとセットで、ではそういう方たちというのは、地域の中のどの病院に運んだら

いいのかという議論が必ずあるわけです。これはもう、例えば科目でいうならば、先ほ

ど言った脳卒中の問題だとか、周産期の問題だとか、さまざまなものに出てくるわけで

す。ＭＣというのは、我々消防機関からすると、現実にある地域の医療というものと、

どういうふうにマッチングさせていくかというところまで踏み込んだ議論をしていただ
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いていると思っています。それが先ほどの資料の中で、どのように症状の程度を見るか

という中で、島崎先生の研究されたやつが出ておりましたけれども、我々は単純に重症

以上であれば救命センターだねと。つまりそれぞれの、例えば内因性、外因性はあった

としても、重症以上であるならば、それは救命センターだねと。これは言うなれば、救

急隊員のＭＣの教育というもの、これを我々観察と呼んでいますけれども、見立てに近

いものの中で病院を決めていく。それから次に、そうでなければというところで、もろ

もろの決め方が出てくる。これがまさにこれからやろうとしているルールづくりだろう

と私は思います。そういうルールというのは、基本的には保健医療計画の中であるべき

話なんでありますけれども、しかしなかなか、これはそれぞれの地域の中では、ちょっ

と言葉としては非常に申しわけないんだけれども、例えばそのときの体制の３６５日の

変化の中で、必ずやはりそれは恒常的にそうだと言えない部分がたくさん出てきている

わけですね。現に、ちょっと話が外れますけれども、ついせんだって救急告示医療機関

の認定審査会に行きますと、ほとんどの２次医療機関と言われているところが、実はベ

ッドの稼働率が８０％だというわけです。そうなってくると、存在はするけれども、な

かなか病院が決まらないということも実は出てきているのが現実なんですね。そういう

状況の中で、病院前というところの中で、それをどのように処置をしていくかというこ

とと、ではそれが決まらない場合どうしていくかということは必ず相関関係がありまし

て、それをやっていただいています。そういうような実はノウハウがＭＣというものに

あって、先ほど有賀先生がおっしゃったように、例えばｔＰＡをどうするかというとき

に、そのｔＰＡの治療を提供する病院側の会議と、それから病院前というものの、東京

都なら東京都の中でどういうふうにマッチングさせていくかという、これは非常にそれ

ぞれ両立した中で連合を組んでいく話なんですね。ちなみに東京の場合は、東京消防庁

だけではありません。東久留米市消防本部とか稲城市消防本部があります。なおかつＭ

Ｃを構成しているのは島も含めてなんですね。そういったところを、それぞれＭＣが関

与している中で、救急隊の活動というのはこのようにやっていこうではないか、このよ

うに病院を決めようではないかというようなところと、それから今後できるであろう協

議会が、さっき開出室長もおっしゃっていましたけれども、多分それぞれの地域の持っ

ている機能というのがあらわれて、この会議をどちらでやったらいいのかという必然的

な結論になってくるのではないのかなと思います。 

【山本（保）座長】 



- 19 - 

 

  ちょっと済みません、ちょっとだけ時間をください。 

【野口委員】 

  はい。 

【山本（保）座長】 

  実は田中委員が急用がありまして、２時半でここを出なければいけないということで

ございますので、野口委員、ちょっとだけお待ちいただきまして。 

【野口委員】 

  いや、結構です。済みませんでした。 

【山本（保）座長】 

  田中委員、どうぞ。 

【田中委員】 

  申しわけありません。では、失礼いたします。今お話を受けて、そうだなと感じてい

たところと、１７ページのところに、今回の中のルールのイメージで、コーディネータ

ーの方による調整というのがありますけれども、やはり今よく批判されるのがたらい回

しみたいな問題で、患者さんも大変ですけれども、搬送されている方も大変なご苦労が

あるわけで、そのあたりの改善には、やはりこのコーディネーターの方の役割というの

が非常に大きいんだろうなということと、やはり私ども、短時間でこういう緊急の場合

に、みんながその持ち場で最高の力を発揮するということをやるためには、情報がとて

も大事ですので、この情報をどのように集約していくかというのがこの会の趣旨の１つ

でもあるのかなと思っておりました。私も子供がおりまして、救急医療のお世話になっ

た立場からさせていただくと、やはり救急医療を受ける側の知識とか認識というのがほ

とんどない状態でして、こういうこと自体も、こういう場で何を発信するかとか、何を

聞いていただいて答えるのかとか、そういうふうなことがふだんから非常に重要だなと

いうことも思っております。あと、私はふだんの仕事の現場で、いろいろなことのガイ

ドラインですとか、いろいろなことをつくるビジネスの場なので、命にかかわることと

いうのはまずないわけなんですけれども、そういうガイドラインをつくるときの重要性

というのは、やはりいろいろな過去の事例を分析するところがありまして、今回も議題

の中に入っていますけれども、これまでは、あまりうまくいかなかったケースだけが発

表されるケースがあると思うんですけれども、大体は成功していて、その成功の分析と

いうのも必要だろうなと思っていましたのと、あと成功した中でも、もっと良い方法が
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あったのではないかという分析もありまして、それ自体が共有されることで、ここにか

かわる方々のモチベーションに繋がったりですとか、またさらなる改善につながるとい

うこともあるかなと思っておりますので、初動があって、その大切さと、その分析と、

それを共有していくということと、これがコーディネーターの方に情報が集約されて、

いろいろな形で活用されるというふうなところに行くのがベストかなと思っております。 

 本当に今途中で話した、情報がまだまだ一般市民のほうにも足りないなというふうなこ

とのテーマは感じておりますので、そこを何らかの形で、やはりこれを機会に、伝わる

状況があるといいなと思っております。途中で、ありがとうございます。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございました。今の田中委員のお話に対して事務局、何かお話しすること

ありますか、よろしいですか。 開出室長、どうぞ。 

 

【開出室長】 

  まさに田中委員、お話ありました情報の過去の分析といいますか、これからガイドラ

インをつくるわけですけれども、私どもも今日の資料の中に幾つかつけておりますが、

こういったたぐいの情報というのは、なかなか今までございませんで、ここ二、三年の

中で出てきたものということですので、そこはしっかりやっていきたいと思います。特

に、新聞等にはやはり悪い例が非常に出るわけですけれども、大半の場合はうまくいっ

ているわけですので、そこをしっかりまとめていきたいということと、コーディネータ

ーが実際うまく機能するためには、域内の情報が適切に集約されていなければいけませ

んので、この情報システムについても重要な課題と思っておりますので、そちらのほう

もしっかり対策を講じていきたいと思います。以上です。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございました。申し訳ありません、野口委員、途中になってしまっており

ます。 

【野口委員】 

  いえ、とんでもないです。ついついしゃべり過ぎるもので、申しわけございません。 

実は２つ、今日は岡井先生も来られていますけれども、東京の場合は、例の都立墨東の

問題があって、スーパー総合周産期というのをつくっていただきました。実は何を言い

たいかというと、こういうルールづくりというのはものすごく大事だという、成果だと
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思うのでありますけれども、スーパー総合周産期というのができた以降、６事案ぐらい、

このスーパー総合周産期、つまり母体救命を必要とするというのがあったのですが、非

常に救急隊と病院の連携というのがかなり緊密になっています。これはやはり共通の認

識の中で、ルールと言っていいかどうか、ちょっとこれは岡井先生に怒られてしまうか

もしれませんが、そういうやはりシステムをお互いに共有するというのはものすごく大

事だなと思いました。ですから、こういったものをぜひとも推進していただくというこ

とは、非常に我々消防としては期待感を持っているのが１つです。もちろんこれは主体

的に取り組むという意味も含めてです。それからもう１つは、先ほどの３ページの④の

問題なんですが、「速やかに決定しない場合」というのが、先ほど溝口専門官も、東京の

中である一定の期間、いろいろ患者さんの社会的背景を含めてだったと。実はここの認

識が、これははっきり言って医療だけで解決できる問題ではないものも含んでいて、我々

消防機関からすると、保護というものに近いような方たちもたくさんいらっしゃいます。

これをどのようにやっていくかというのが、今までは救急隊が、ある病院にお願いして、

その病院とのやりとりの中でやってきた。言うなれば、ある面では病院の善意とか、病

院の熱意という中でやってきている部分がたくさんあります。しかしながら、これはも

う、少なくとも全体の社会的風景からすれば、その病院だけがすべて片づけるというわ

けにはいかないわけです。そうした場合、どのようにこのルールをつくっていくかとい

うのは、まさにこういう病院、それから我々救急の関係、衛生の行政の方、そしてＭＣ

の先生方を含めたこういった場の中で、地域としてどう解決していくかということは非

常に大事なことではないのかなと。そういうことも含めた、多分ルールづくりになって

いっていただきたいなと、このように思っております。以上であります。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。それでは、今まで消防の搬送のところがメインにお話を伺っ

ておりましたけれども、もう１つ受け入れというところで、非常に重要なテーマが実は

あるわけです。それは、状況に応じた搬送先の医療機関のリストづくりというのが最初

にあるわけでございます。そしてそのリストから医療機関を選定していくということに

なるわけでございますが、最初に７ページ、８ページ、９ページ、１１ページぐらいま

でのところで、一番ご苦労なさいました三浦課長、何か追加がありましたら、どうぞお

願いしたいと思います。 

【三浦課長】 
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  こういう患者さんの受け入れを行うというのは、先ほど来議論がございましたとおり、

それぞれの医療機関の地域における役割だとか機能というのが非常に重要になってくる

と思います。そういう意味で、それぞれの病院がどんな機能を持っているのかというの

が、病院の中だけではなくて社会や地域の中に浸透している、そういうことが重要であ

りますし、その前に、それぞれの病院がどのような機能を持つのかということを、みず

からそれを決めていくといいましょうか、そういうことが必要になってくると。私ども、

地域医療計画というものが、地域で、それぞれ都道府県の行政の中で定められて、それ

ぞれの役割を持つことになると思いますので、先ほど来出ていた議論ではございますけ

れども、医療計画において明示されている機能と、それからもう１つ、今般の消防法の

改正に伴って明示されることになる病院の機能というのがそれぞれマッチして、国民の

ニーズに、地域の住民のニーズに合うようになっていくということになるのではないか

と思います。また、その中で、かなり具体的な問題といいましょうか、課題としては、

５ページにございますように、医療計画において、この中では４疾病５事業という形で、

救急医療そのものが１つの大きな医療計画におけるターゲットになっているわけであり

ますけれども、それ以外にも４疾病という形で、脳卒中や急性心筋梗塞という疾病につ

いての対策もとられているというわけでありますので、したがって医療計画においても、

複合的な位置づけというのは当然ある。そういう意味で、これも先ほど来出た議論とし

ての、医療側と救急側の連携というのが、こういう面からも進められていくということ

になるのではないかと考えております。以上でございます。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。中山室長、何かありましたら、どうぞ。 

【中山室長】 

  先ほど山本先生からご紹介ありました７ページ以降につきまして、各地域、各都道府

県、２次医療圏単位でこういった仕組みが実際にできてきているところにつきましては、

おそらくうまく流れがいっているのであろうと。先ほど来、東京都の事例についてご紹

介いただきましたけれども、やはり各地域で、各地域の実情に応じた受け入れ体制とい

うのがあると思いますので、それの基礎となるガイドラインづくりというのを、この場

ないしはワーキンググループで進めていただければというふうに思っております。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。その先のところでございますが、実は重症度・緊急度判断基
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準作成委員会で、いろいろお骨折りをいただきました、これは島崎先生のデータでござ

います。資料１１ページでございますけれども、１１ページ、１２ページ、島崎先生、

何か、これだけではなくても結構でございます、どこでも結構でございますが、ご意見

をいただきたいと思います。 

【島崎委員】 

  島崎です。先ほどから新しい搬送基準等をつくってということで、７ページから１０

ページまでの、主に８ページを中心とした、あるいは９ページを中心とした、これの基

礎になるものを、結局私たちが以前作成した１１ページと、１３ページから１６ページ

まで、おそらくそこを足したような、一緒にしたような形で新しく作業部会でつくって

いただけるというように思っております。ぜひとも現場に即したいいものをつくってい

ただきたいと思っておりますが、それに関連して、結局新しいものができますと、この

９ページの医療機関リストを、おそらく２次医療圏、あるいは各地域での医療機関のリ

ストをつくって、その左側の傷病者の状況に協力する医療機関ができ上がるということ

になると思いますが、そうしますと、おそらく手挙げ方式になるのか何かわかりません

けれども、それに対する予算措置等が非常に重要になってくるというように思っており

ます。予算にかかわるところは、後ほどご説明があるんでしょうか。それとも今日はこ

の実施基準だけで、予算はもう全く別の会で行われるのか、その辺をお聞きしたいんで

すけれども。 

【山本（保）座長】 

  わかりました。それに関してはいかがでございましょうか。 

【開出室長】 

  今日は実施基準の、これからつくっていくものの大枠のフレームの話を主にと思って

おりましたが、参考資料で、厚生労働省さんのほうから予算関連の資料もつけていただ

いておると思いますので、もし適宜必要であれば、そちらのほうもと思いますが。 

【山本（保）座長】 

  わかりました。三浦課長から少し追加説明をいただきたいと思います。 

【三浦課長】 

  救急医療体制についての予算ということでまとめたものが、参考資料３でございます。

２１年度の予算ということで、最初の１ページ目の上段でございますけれども、平成２

０年度の予算１００億円に対しまして、２１年度の予算は２０５億円ということで、２
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倍強増えております。その枠組みの中に①から⑤までございまして、救急医療を担う医

師をこれからどうやって支援していくのか、また救急医療そのものも充実を図るという

こと。そして新しい考えとして、特に２次救急の施設などに対する支援を手厚くしてい

こうということで、③として、管制塔機能病院というものを新たに設けたということ。

そのほかドクターヘリですとか、周産期医療についての手当てというのを、今年度の予

算の中では行っております。特に、あえて申し上げると、２ページ目をめくっていただ

きますと、救命救急センターの運営につきましては、ちょっと小さい字で恐縮ですが上

段の①、救命救急センターというのがございますが、対前年でほぼこれも倍増しており

まして、補助単価も従前の１.５倍ぐらいまで膨らんでいるというようなこともございま

す。それから、管制塔機能病院のことを先ほど申し上げましたが、３ページ目の上のほ

うに、これは先ほど野口委員からもお話が出ました、いわゆるスーパー総合周産期と同

じような概念でございますけれども、要は地域の中で受け入れが困難な患者さんが発生

した場合に、地域の中であらかじめ、必ず受けてもらう病院を定めておいて、その病院

に対する支援を周りの医療機関が行う。こういうような地域における面的な救急医療体

制を整えるというような場合において、私どもとして特に重点的に支援を行うというよ

うな仕組みがございます。それから、４ページ目でございますけれども、下段をごらん

いただきますと、周産期医療対策事業ということでございますが、そこの中で、いろい

ろ細かい字でこれも書いてありますけれども、解説の３行目に、母体搬送コーディネー

ターというものの配置についての予算化が具体に行われておりまして、要は周産期医療

において、母体搬送を円滑に行うという観点から、地域においてあらかじめコーディネ

ーターを定めて、コーディネーターが受け入れ医療機関の選定などを行う場合において、

そのコーディネーターの設置にかかわる費用を支援する、こういうような仕組みがここ

に書いてあるわけでございます。最後の６ページ目でございますけれども、２１年度補

正予算の中で、全国で３,１００億円という予算額ではございますけれども、救急医療を

含めて地域の医療課題に総合的に取り組んでいただき、解決に向けて取り組んでいただ

くと、こういうようなことを取り組んでいただく医療機関に対する地域の支援体制とい

うものを今回予算化いたしました。モデル例として書いてございますけれども、左側が

現状、右側が実施後ということになります。細かい字で大変恐縮ではございますけれど

も、例えば、楕円形の一番上にＡ病院と書いてありますが、この地域医療再生計画に基

づいて資金を投入する内容の１つとして、Ａ病院を救命救急センター化していくという
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ようなこと。あるいは、一番下のところにＥ病院というのがありますけれども、Ｅ病院

については、地域周産期母子医療センターとしてこの役割を担うと。このようなことで、

救急医療や周産期医療を重点化するとしたら、地域の中での展開の方法の例示としては、

このようなものがあるのではないかと。今現在、各都道府県において、この計画の策定

を行っていただいているところでありまして、１０月末までには、各都道府県で確定し

ていただくということになっておりますので、今般の消防法の改正に伴って、各地域で

の救急医療機関の体制強化というようなことについては、先ほど申し上げた当初予算で 

 取り組みも可能でございます。あわせて、こういう新しい補正予算での対応というのも

可能になっているということでございます。 以上でございます。 

【山本（保）座長】 

  三浦課長、ありがとうございました。 

【島崎委員】 

  よろしいでしょうか。 

【山本（保）座長】 

  どうぞ。 

【島崎委員】 

  この地域医療再生基金とか、救急医療の倍増、１００億が２１年度２００億になると、

これは非常にそれぞれの地域での救急医療システムには非常にありがたい話ですけれど

も、今日のお話の消防法の改正に伴うことで行われるのは、総務省と厚労省の共管で行

う事業ですよね。そうすると、今のお話は厚労省の補正予算、あるいは２１年度予算と

いうことで、総務省のほうは、その辺どうなっているのでしょう。 

【山本（保）座長】 

  開出室長、どうぞ。 

【開出室長】 

  総務省の方もやっております、特に公立病院中心ということですけれども、今日は資

料をおつけいたしておりませんが、これは救急と産科と小児、特にそういった政策上非

常に重要だということでございまして、地方財政措置の中で、従来２,９００億円ほど地

方交付税措置をしておりましたけれども、今年度７００億円ほど増額とかいうことがご

ざいます部分と、また、当然厚生労働省さんのほうで、民間の医療機関等にこういった

補助金とかが出るものの地方負担分があるわけでして、そちらのほうの地方財政措置に
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ついても、両者連携してということですので、総務省の所管の部分と、厚生労働省が補

助金中心に持っておられる部分と、ここはうまく共同して、これからやっていくという

ことでございます。 

【山本（保）座長】 

  ぜひよろしくお願いしたいというふうに思います。今日は、この関連として、産科学

会あるいは小児関連学会からの先生もお見えでございます。まず、産婦人科を代表して、

岡井先生、いかがでございましょうか。今のことでも、その関連ではないところでも結

構でございます。 

【岡井委員】 

  周産期の症例で救急搬送をしていただくというのは、全体に占める割合からすると少

ないんですね。ほかの疾患、ほかの領域の病気で救急搬送される患者さんのほうが圧倒

的に多いわけですが、しかしながら救急搬送で扱われる事例と申しますのは、やはり妊

婦さん、これからお母さんになる人の命を預かるとか、これから生まれてくる生命とい

うことになりますので、社会的にも大変注目されているところでございまして、そこは

何とか、この搬送のシステムの中できちんとやっていかなければいけない領域だと思い

ます。先ほどもお話がありましたけれども、東京都では昨年の大変残念な事例を受けま

して、お母さんのほうの生命にかかわるような状態、直ちに救命処置が必要な状態の患

者さんに対しては、特別なシステムを構築しました。周産期というのは、いわゆる一般

の患者さんと違う特徴がございまして、お母さんの救急の場合は、一般の救急と変わら

ないところもあるのですが、おなかに赤ちゃんがいると、生まれてきた新生児に対する

診療が必要になります。実際に搬送で、救急隊のお世話になっているような患者さんの

９割は、お母さんの問題ではなくて、おなかの赤ちゃんの問題、また生まれてからの問

題を考えて患者さんが搬送されています。そういう特殊なところがございまして、これ

まで、周産期をやる医療施設の間でネットワークをつくって患者さんを搬送していたと

いう歴史があります。そこに至る経緯として、周産期の場合は、一般の家庭で患者さん

の状態が悪くなって、１１９番して患者さんが運ばれるということは少なくて、１次医

療で診ていた患者さんを高次の医療に搬送することが多いので、そういうこともあって、

周産期医療をやっている機関同士でネットワークをつくっていたということがありまし

た。今度私たちも、いわゆる救急医療の対策の中に周産期も入れていただきました。東

京都では、これまで周産期関係の人はＭＣ協議会に入っていなかったんですが、今年か
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ら入って、一緒にさせていただくことになりましたし、このシステムを考える上では、

周産期も一緒に入れていただくという形に現在していただいております。そういうこと

ですけれども、この会が何をやるのかということについては、先ほど有賀先生からもお

話がありましたように、東京都に関してはＭＣ協議会をやって、救対協があって、どち

らもしっかりやっていると思います。それらに加えてもう１つ会をつくるのかというと、

私の印象では何か屋上屋を重ねるようなことがあるので、両者の合同会議みたいなもの

にするという形でいいのではないかなという気がしております。以上です。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。今までは、周産期あるいは産婦人科の先生方だけで、グルー

プでやっていたのを、これからはこの救急医療体制、あるいはＭＣ体制の中で頑張ろう

ではないかというようなご意向のようでありまして、ありがとうございました。それで

は、長野県立こども病院の宮坂先生。 

【宮坂委員】 

  長野県立こども病院の宮坂です。２つの点でお話ししたいと思います。私は 3年前ま

で首都圏で医療をしていましたが今は地方にいます。今日の議論を聞いていて気になる

ところは、１つは、冒頭山本先生がおっしゃったように、既に存在するいわゆるＭＣ協

議会と救対協の活動実態に差があることです。今日の話しの委員会がどう位置づけられ

るのかです。長野県はそれ等が比較的よく機能しているところだとは思いますが、おそ

らく今回提起されている問題は、ここで提案される委員会でしか基本的に討論する場所

がないと思います。その場合、各論としての搬送などのガイドラインを考えることと、

送る側の病院と受け皿の病院の役割や機能、その辺の両方の事情を勘案して話し合いが

できるところが現状で存在しません。それらを踏まえて、３つ目の委員会を作るのか、

または既存の２つの委員会の機能をしっかりさせるのか、いろいろ考え方があると思い

ます。何れにしても、小さな世界ですので、地域の実情に合った決め方をしないといけ

ません。特に受け皿医療機関に関しましては、病院の機能自体もそうですが、経営母体

が違う病院を束ねての医療圏レベルの議論ですので、それはどちらかというと救対協の

議論の問題だと思います。現実の個々の搬送の質の確保やガイドラインは、どちらかと

いうとＭＣ協議会の参加メンバーが関わる議論のほうがふさわしいかもしれないですか

ら、このあたりは整理しておく必要があると思っています。先ほど岡井委員のおしゃっ

たような産科の議論に関してですが、例えば長野県では、母体が重症の救急と赤ちゃん
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が重症な母体救急は非常に明確に分かれていますので、母体をどこに運ぶかということ

はおそらくほとんど問題にはならないと思います。しかし、実際にどういう状況の患者

さんをどのように、どこに運ぶかという、救急隊員に向けた、いわゆる搬送基準のガイ

ドラインはしっかりと作らなくてはならず、東京都、都会は、やはり地方と随分と違う

ところがあるかなという地域差の存在が一番お伝えしたいことです。もう１つは、小児

医療の代表ということでの発言ですが、小児といっても代表で小児の内科としての小児

科の先生が参加するのと、広く小児の総合医療を手がけている医師が参加するのとでは

随分違う議論になる可能性があります。こうした委員会を構成する人材に関しても、地

域の差が大きくあると思いますので、ここではある程度大きな視野での考え方を示し、

あとは地域で実情にあわせてやっていただくというふうにする必要があると思います。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございました。非常に貴重なご意見をいただきました。この辺のところは、

これから作業部会でしっかり頑張っていただかないといけないなというところの、１つ

のキーワードではないかなと思います。ありがとうございました。杉本先生、どうぞ。 

【杉本委員】 

  ご指名なので言いますが、こういう形で病院前に一定のルールを決めて、それぞれ進

めるという形としては非常に望ましい方向だろうと思います。ただし、先ほどからも議

論が出ていますように、基本的には受け入れ側がちゃんとそれに対応できる態勢をとれ

るのかどうか、もうほとんどここにすべてがかかっていると思うのですね。今救急をや

ると常勤医が辞めるという状態で、多くの２次病院が救急からむしろ撤退しようとして

いる中で、このような形でやっていったときに、果たして手を挙げてくれる病院が本当

にあるのかということが、私一番危惧するところです。ここに書いてありますように、

改正された消防法３５条７の第１項ですか、消防機関に対しては「実施基準を遵守しな

ければならない」という形で義務づけになっていますが、他方、医療機関側に関しては

「実施基準を尊重するよう努めるものとする」と。非常に消防機関側に関しては、この

ルールを守ってぜひともやりなさいとする一方で、医療機関側に対しては、できるだけ

それを尊重しようねという、何となく力弱さというところに、私はそれを感じるところ

があるのです。と言いますのは、例えば厚労省のほうからもご説明がありしましたし、

私もそれは非常にいいことだろうと。こういう形で予算をつけていかれるのはいいこと

だろうし、特に補正予算で出されたのは画期的なことだろうと思います。と言いますの
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は、今まで大体厚労省が出してこられる予算というのは、３分の１は国が出しますよと、

都道府県は３分の１を出しなさい、事業者が３分の１というような形で出されてきたわ

けですが、実際には事業者で、そんなに余裕がある病院は非常にまれだと思います。３

分の１なんてとても、そんなこと言うなとなってしまいます。それではだめだとなるで

しょうし、まして、東京都の財政状況は比較的いいだろうと思うのですが、ほとんどほ

かの道府県は、非常に厳しい財政状況の中に置かれてしまっている。まして市町村にお

いては、さらにもっと厳しい状態になっている。その中で３分の１を出せと言われても、

それはどうして出せるんだろうということになってしまうので、結局こういうものをや

っても絵に描いた餅になってしまうことがほとんどで、どちらかというと、こういう形

で施策は打っているんですよというアリバイづくりにしかすぎないことが多々あったか

と思います。そういう意味で、今回に関しましても、私が特に心配するのは、東京はそ

ういう形でうまくいくときに、例えば周産期も含めて何らかの形で、受けるものに対し

てそれだけの補償をしますよという形があって可能なんだろうと思います。補償もなし

に、これを持って帰られて、それぞれの都道府県、例えば私は大阪府ですが、大阪府か

らも代表が来ていますが、この話を持って帰ってきて、さあこれをやれよといったとき

に、だれが手を挙げるのか。府のほうはどう答えるのか。府が答えるときに、いやいや、

本来２次救急に対しては市町村の責任になったのだから、そのお金は市町村が出すべき

ものですよという話になるはずです。例えば妊婦さんの健診１４回に伴って、国のほう

からたしかお金が出ているはずです。だけれども、実際に市長村が妊婦さんに支払った

額は大阪府が全国でも最低だったと思いますが、ごくわずかしか出さない。その残りの

お金はどこに行ってしまったのよと言いたくなるのですが、現実にはそれぞれの地方自

治体がそこまでひどい状態に追い込まれていて、そのお金をそんなことよりも、もっと

こっちに、食うか食わずかということも含めて、そういうところに回さざるを得ないの

だよという状況に陥ってしまっているのですね。そういう状況の中で、こういう話を持

って帰っても、救急医療をぜひやりたいという病院ばかりだったら、それは喜んで手を

挙げるところはたくさんあると思うのですが、むしろできたら救急医療、堪忍してよと

いう病院が多い中で、果たしてこれを都道府県に落としていったときに、どれだけの都

道府県ができるのかということをよく考えておかないと、ここで幾ら議論しても、単に

「ああよかったね」というだけの、絵に描いた餅になる可能性があると私は思います。

だから、ぜひともそれは避けるような形で考えて手を打っておくことが必要ではないか
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と思います。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。非常に貴重な意見だと思います。作業部会のほうの先生方に

も、これから決めていくと思いますが、ぜひ今のお話、よろしくお願いしたいと思いま

す。いかがでしょうか、事務局から追加発言、よろしいですか。私、法律用語として、

「遵守」というのと「尊重」というのと違うだろうという話ですが、実はこの「尊重」

という意味も、尊重義務という形である程度義務化があるんだということを聞きました

が、法律の先生、ここにおられますが、いかがでございましょうか。「遵守」とは、もち

ろん格は違いますけれども、ある程度「尊重」というのも重要、尊重すればいいのだと

いうだけではないんですよという。いかがでしょうか。今日は岩田先生おられますね、

今の私の話を含めていかがでしょうか。もちろんそこだけではありません。どうぞ。 

【岩田委員】 

  岩田でございます。どういうふうにお答えすればいいのか、ちょっと迷うところであ

りますが、いずれにしても、私自身こういう問題にあまり熟知していないものですから、

そもそもここにいていいのかというふうに思っているのですが、言葉の具体的な使い回

しというのはいろいろな配慮があって使われているんだろうと思います。ここで「遵守」

と「尊重」の差を議論してもきっとあまり意味がなくて、むしろそういうことが書かれ

ているということで、例えば医療機関のほうも、これが「尊重」だから私たちは守らな

くていいのですよという話にはきっとならないと思いますので、だからそういう意味で

は積極的に考えていいのだろうと思います。先生方の専門的なご意見の中で、私はほん

とうに素人的な意見しか申し上げられないんですが、ちょっと外在的なことで、既にも

う何人かの先生がご意見を言われたようなことについて、私も一般の消費者というか患

者になる立場として、一言だけ申し上げられればと、既に、予算の問題が非常に重要だ

という話が何人かの先生から出てきたと思うのですが、やり方としては、協議会では、

基本的には消防と医療の搬送をめぐる効率化というところが中心だと思うのですが、そ

こから出てきて、効率化しても解決できない問題というのが絶対に明らかになると思う

んですね。だからそういう中で、ある意味では、証拠を突きつけるという言い方は変で

すけれども、効率化してもなおうまくいかないということについては、それをどこの場

でやるかというのはいろいろ議論があると思います。作業部会であれ、この親委員会で

あれ、ほかのところであれ、何らかの形で、こういう効率化してもうまくいかないんで
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すと。だとすると、やはり予算措置も含めて検討してくださいというような形で、やは

り医療は崩壊されては絶対困るものですから、そういう形で、この実施の効率化だけで

はなくて、さらにほかの医療全般をめぐる問題についても、ある意味では下から積み上

げていった中で問題を提起していくというような形になれば、既にもう厚労省のほうも

予算を大きくつけてくださったということですので、この１年間だけで終わらず、さら

に継続的に何かそういうものができ上がっていけばいいのかなと。もしかすると理想論

なのかもしれませんが、そういう形でコンセンサスをつくっていければ、大きな第一歩

になるのかなと思います。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。 どうぞ、杉本先生。 

 

【杉本委員】 

  今の尊重と遵守、これはやはり非常に大きな問題だろうと思います。もしこの「尊重」

というのを、もちろん積極的に医療機関が尊重しようという気持ちを十分持とうという

のはよくわかるのですが、まるでそれは義務であるというようなとらえ方になってくる

と、これはかなり多くの医療機関にとって難しい問題があると思います。と言いますの

は、事をもっと簡単に言えば、例えば今幾つか搬送困難例、急性アルコール中毒もあり

ましたし、産婦人科で言えば未受診の妊婦もそうだろうし、あるいはお金を払わないこ

とは明らかだろうと思われるような方々を、今脳卒中はここへ行きましょう、こうでし

ょうということは言えるけれども、このようにどこもが診療したくない、受け取りたく

ない患者さんをどうしますかと、それを受け取る病院が決められるんですかという話だ

と思います。そのことができなければ、結局たらい回しというよりも、それは患者さん

側にも大きな責任があるだろうし、もっと言えば日本がそういう人たちを含んでいると

いうことになってしまうのかもしれませんが、そういう患者さんたちを、まるで病院が

それをやるのが義務であるというような形でやってきたということがあると思います。

そこのところを少しちゃんと整理しておかないと、結局は何回も問い合わせても、「いや

いや、その患者さんは結構」という患者さんは、やはりどうしも出てくるのではないか

と私は思います。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。その辺のところは、作業部会でも少し話してもらわないとい
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けないところだなと思いますね。有賀先生に行って、開出室長に。 

【有賀委員】 

  今、杉本先生がおっしゃったことをもう少し具体的にこの場できちんと言って、そし

て行政側に腹を据えていただかないと議論は一切進まないということを、きちんと座長

がやってくださるかどうかわからなかったので、今ここで発言します。３５ページを見

ていただきますと、２次以下の医療機関が処置困難や専門外という理由で断っています。

先ほど聞きましたけれども、東京の告示機関は、どうやらベッドが８０％台で、満杯に

はなっていないらしいと。僕は知りませんでしたが。ですからそのような状況で、なお

かつもう病院は診ることができない。その理由は、事務局からご説明があったように、

４４ページを見ていただくとわかりますけれども、全数の４回以上が８.３％、右から４

番目のカラムですね。にもかかわらず、下にありますところの傷病者背景ありになると、

それが３４％にはね上がっている。この中で、例えば今妊婦の話が出ましたが、全く未

受診、これは数が少ないので、断定的なことを言うのははばかる例となりますが、患者

さん側の理由で、こうやって４回以上の人たちがこんなにいて、それが５０％なのです

ね。ですから、島崎先生が、このルールをやろうというときに一体どういう予算措置が

あるのかと言ったのは、新しいルールだから新しい予算措置をするという意味ではなく

て、もともと消防機関や救急病院が責任を持たなければいけないような、そういうふう

なものではないテーマに対して、一肌も二肌も脱いでいると。この状況を、病院に運ば

れる前の社会の状況としてどのように考えるのかという話と、それから今日はあまり出

ませんでしたけれども、脳卒中がうまくいっている、これは大うそです。今年までに脳

卒中は東京がつくりました。しかしその後の流れが、多分東京では滞ります。そうする

と、もう既にどこかの地域では起こっていますけれども、脳卒中の患者さんがいっきに

来ますから、そして次のところに行けません。何が起こるかというと、新しい患者さん

が入らないのです。だから、これは救急医療で、きれいな絵が厚労省によってかかれて

いますけれども、そういう問題ではなくて、社会全体でどのように患者さんが流れてい

くかというダイナミックな部分を見ないといけない。したがって慢性期の部分まで入れ

て、入り口の話をしないと、これは話が成り立たないのですね。そのようなことで、こ

この場では行政の方たちに、今、岩田先生が言われたように、とりあえず細かなことを

詰めながら、必要なものは要求していけばいいじゃないかというようにおっしゃってい

ますが、これはもう既に明らかなのです。そして、その明らかなことを面倒見てこなか



- 33 - 

 

ったからこうなっているだけの話で、今からでも遅くないので、面倒を見ていただかな

いといけない。この会はルールを決めると言えば、それはルールですけれども、ルール

ができても、ルールを守ることができなければ、ルールでも何でもありません。ですか

ら座長には、このお金の件を何とかきちんと位置づけるような集約を、半分ぐらいのパ

ワーを使ってやっていただかないと、残りの半分はいろいろな人たちができます。だけ

れども、これはやはり、島崎先生が最初におっしゃった部分はそういうものなのだと。

ぜひ、お願いしたいと思います。以上です。 

【山本（保）座長】 

  全くそのとおりなのですが、そこばかりでやっていると、このルールづくり、あるい

は……。 

【有賀委員】 

  並行してやってくれと言ったのです、僕は。 

【山本（保）座長】 

  ぜひ並行してやるということにしましょう。どうぞ。 

【開出室長】 

  ちょっと先ほど法律の話が出ましたので補足をと思ったのですが、参考資料１の７ペ

ージに条文がありますが、消防機関のほうが「遵守しなければならない」とあって、医

療機関は「尊重するよう努めるものとする」とありました。これは私ども遵守義務と尊

重努力義務と言っていますけれども、同じ「義務」と言っているのは、語尾の「しなけ

ればならない」というのと、「ものとする」というのは、法律的には同じような意味で、

「義務」ということなのですけれども、ただ義務づけの内容が、やはり消防機関と医療

機関で違いまして、消防機関は公的な機関ということもありまして、これは遵守義務が

あるということでございますけれども、医療機関のほうは尊重努力義務ということで、

いろいろな今の医療機関の置かれた環境もありますし、医療機関の中には私の機関もあ

るということで、義務づけの中身について差があるのは、法律上も差があるわけです。 

 ただ、岩田委員から説明していただきましたように、その義務の内容には差があるわけ

ですけれども、これは消防機関、医療機関が参画した協議会で、このようなことでいこ

うと決めたルールということ、その実施基準が法的に位置づけられているということで

すので、基本的にこれを守ろうというのは当然の前提ということですけれども、若干法

的な効果に差があるということが１点。それと、同じページの３５条の８の④というと



- 34 - 

 

ころに、協議会の権限ということでございますが、「搬送受入れの実施に関し必要な事項

について意見を述べることができる」と入っておりますものは、幾らそのルールをいろ

いろ議論してやってみても、その工夫の中で、現在の医療資源を前提にできることにも

限界がある場合も当然あるわけでして、今そのお話が噴出してきつつあるわけですが、

そういった医療提供体制の予算等絡む問題、体制の整備について、やはりここを何とか

しなければならないということも、この協議会の議論の中で出てくる場合が考えられま

すので、それについて知事に意見を言うということでございますけれども、そういった

機能も付加しているということを、補足で説明させていただきたいと思います。以上で

ございます。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。今のところ、よろしゅうございますか。それから、今日はた

くさんの消防の代表の皆さんも参っておられます。いかがでしょうか、消防の先生方、

まだお話をしていない先生方、多々おられると思いますが、どうぞご遠慮なく手を挙げ

ていただければと思いますが。 

【田上委員】 

  鹿児島県さつま町消防本部、田上と申します。本日のこの会議に出席いたしまして、

まず２つ感じたことがあります。１つは、地域の実態がどこまで把握されているのかな

という思いであります。と申しますのは、今回医療機関のリストアップをされるという

ことでありますが、地方は選択肢がないわけであります。例えば、心停止で救命センタ

ーに運ぶという選択肢があったとします。私の本部からセンターまで６０分かかります。

そうしますと、その間の傷病者の管理をだれがするのかという、非常に大きな不安を抱

えての救急業務に従事している訳であります。したがいまして、今後この医療機関のリ

ストづくりにつきましては、そうした地域の実態にあわせた、弾力的な幅のあるリスト

づくりをしていただきたいというのが要望であります。それからもう１点は、ここは善

良な市民を対象とした搬送づくりだと思っておりますが、先ほど来ありますように、救

急患者の中には、診療費を支払わない常習の者がおります。これはもう入り口のところ

で、医療機関は拒否をされるわけであります。そうした場合に、救急隊は長時間説得を

しながら、救急現場で適時適切な業務に従事しております。そうしたことも含めて、医

療搬送の時間が長時間にわたっている、あるいは現場待機時間がかかっているというこ

とも含めて議論をしていただきたい。そうした善良な市民だけではないのだということ
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も含めて議論をしていただきたいというのが、地方の実態であります。以上であります。 

【山本（保）座長】 

  それは地方だけではなく、どこも同じようなところがたくさんあるんでございますが、

非常に重要なポイントだと思います。ありがとうございます。ほかに、いかがでござい

ましょうか。 

【坂本委員】 

  よろしいでしょうか。この１ページの一番最初のところ、「本検討会の目的」の２の（２）

に、「傷病者の搬送及び受入れに係る調査・分析の方法」というようなことがございます

けれども、このような搬送体制に関しては、必ずこれを検証して評価して、さらに改善

していくというふうなプロセスが必要になってくるわけですけれども、消防側からの、

単に何回電話をしたとか、何分以上かかったというふうなことでは、実は全く不十分で、

医療側から、適切な疾患が適切な医療機関に運ばれているかどうかということがマッチ

ングする形できちんと調査されないと、これは評価できないと思います。これをやるの

はものすごく大変なので、これを現場に負担をかけないでやるためには、先ほどのお金

の話も含めて非常にたくさんのことが必要になります。また、それを厚労省がやるのか、

あるいは日本医師会なり病院会なりがやるのか、どのようなデータを使っていくのかと

いうふうな枠組みも考えていかなければいけないと思うのですけれども、この点につい

て厚労省として、この５００万件の救急搬送の疾病だとか処置が適切であるかどうかと

いうようなことを検討する予定があるのか、あるいは、もう病院に運ばれればそれでよ

しとするのかという点について、教えていただければと思います。 

【三浦課長】 

  今度の消防法の改正というのは、救急医療についてのＰＤＣＡサイクルを回していこ

うということが基本的な考え方であるというふうに理解しています。そのために、協議

会において搬送の状況について評価・分析するというような機能も位置づけられている

わけでありますので、私ども、それは国がということだけではなくて、それぞれの地域

における分析というものもあるでしょうし、そういうのと連携しながら現状を把握し、

国として解決するべき問題があれば対応していくことになると考えています。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。消防のほうで、大阪消防の津田部長、何かありましたらどう

ぞ。 
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【津田委員】 

  私どものほうの意見のまとめとしては、野口委員のほうからほとんど言っていただき

ましたが、今回この委員会へ出席するに当たって、我々の中で話していたときに、先ほ

ど杉本先生がおっしゃったように、まさにそういう医療機関のリストができるのかなと

いうような心配が、非常に多く意見が出てまいりまして、特に小児科、産婦人科などの

リストが出ると、もう一般の患者の方がウオークインで行くのではないかなと。そうす

ると、そういうおそれから、逆にリストの公表を避けられる、おりられるというふうな

ことの懸念があるのかなということで、非公表というのですか、どういう形で、必ずし

もリストをつくっても公表しなければならないとは思わないので、そういったことも含

めて検討していかなければならないのかなと思っております。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。小児科、産婦人科、あるいは救急、そんなリストができるの

かなという、あるいはここで、受け皿の一番大きな病院会の会長であります山本修三先

生が参っておられます。何かご意見がありましたら、よろしくお願いしたいと思います。 

【山本（修）委員】 

  ご指名をいただきましたので、少し発言をさせていただきます。今日の議論を聞いて

いまして、今日ここに来た理由が、搬送と受け入れの施設基準をつくろうと、ガイドラ

インをつくっていこうというような話で、この会が立ち上がったというように聞いてい

ましたけれども、基本的には地域の協議会は、もうＭＣ協議会もあるし、救対協もある

というようなことで、それがもう動いているということで、そうすると、ガイドライン

をつくって、どうやって受け入れるようにしようかということが一番メインのテーマに

なるのかなと思って聞いていましたら、今度は予算の問題に移ってしまったものですか

ら、なかなか難しい問題だなと思っています。私は、やはり基本的には救急患者さんは

受け入れなくてはいけないという立場で、救急専門にやってきた人たちは、そこはぶれ

てはいないと思いますね。ただ、その環境をつくれということだろうと思っています。

その予算は極めて大きなオーダーパラメーターですから、これは国として考えなければ

いけないけれども、我々も、これだけの予算をつけてくれれば、このようにして受けま

すよというようなことも、意見としては言っていかなければいけないだろうと思ってい

ます。要は、やはり患者さんを受け入れなければいけない、その仕組みをどうつくろう

かということでございますので、例えば７ページのリストの問題が出ましたけれども、
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物事というのは、あまりきちんと決めてしまうと動かなくなってしまうということがあ

ります。ですから、考え方はこれでよくわかりますけれども、Ａ病院は何々、Ｂ病院は

何々みたいなことでやると、おそらく地域の格差を考えたときに全然動かなくなってし

まう地域が出てくると思います。ですからガイドラインとか、こういうリストというの

は、やはりフレキシビリティーのある仕組みにしていかないと、おそらく受け入れられ

ないのだろうと思っています。もう１つ申し上げますと、地域格差の中で典型的なもの

がございますけれども、２０ページの表で、関東のものですが、茨城を見ていただきた

いと思います。茨城は全部外へ行っていますよね、受け入れよりも外へ行ってしまうほ

うが断然多い。すなわち、この地図でいう太平洋側、千葉から福島の太平洋側に産科を

受ける施設が１つもありません。そういう厳しい地域もある訳です。そのようなことを

踏まえたときに、一番中心になって考えるのは、地域がやはりそのような患者さんをど

のように受けていこうかということを考えなければいけないと考えています。もう１つ

申し上げますと、この１次、２次、３次という形の救急医療の中で、これはもう救急医

療をずっとやってきた先生方はよくご存じでしょうし、私は救急医療をやめてから随分

たちますので、少しずれているかもしれませんけれども、１次、２次、３次の中で何が

今一番問題になっているかというと、３次に軽い患者さんがどんどん来てしまうという

ようなことがあって、それはなぜかというと、２次救急が極めて弱くなっていることが

一つの理由と考えています。非常に専門分化してきて、救急そのもののレベルは上がっ

てきたし、すばらしい先生がたくさん出てきました。しかし肝心のコモンディジーズの

救急を扱うべき２次救急が、非常に力が弱くなってしまったために、今のようなことが

起こっていると。だからそういうことを含めた受け入れの考え方を、少し知恵を出した

らいいかなと、そんなふうに感じていました。ありがとうございました。 

【山本（保）座長】 

  山本委員、ありがとうございました。非常に最後、示唆に富むご意見をいただきまし

た。その中でも予算の問題というのは、私も重要視しなければいけないのではないのか

なと、山本委員とは多少違うところでございますが、島崎先生、何か最後にこの予算の

問題について、ここでいくのか、作業部会でいくのか、その辺の大まかなところを少し、

先生のご意見をいただいて終わりにしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

【島崎委員】 

  ちょっとそう言われても困るのですが、作業部会は受け入れ実施基準のガイドライン
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をつくるだけで、予算にかかわることはやらないのでしょう。 

【山本（保）座長】 

  でしょうね。 

【島崎委員】 

  だから、もうそれは我々としてはこういう問題があるからということで、今ここで皆

さんがほとんど同じように思っておられる、受け入れ医療機関側に対する、ある種経済

的支援を含めて、ぜひともそれは厚労省、それから総務省とも考えていただきたいとい

うように思います。それから、先ほど開出さんのほうから、７００億出していただける

ということで、幾つか、我々が危惧するということでもないのですけれども、１つは、

総務省からはおそらく自治体を通してそういうお金がおりるのでしょうね。そうすると、

先ほど杉本委員がおっしゃったように、自治体の人は病院よりも、もっと別の大切なも

のがあるよというような話になって、ほんとうに、まずその７００億がきっちり救急に

かかわる医療現場におりるのかどうかというのが１つ。そこが一番危惧するんですけれ

ども、おりた場合に、例えば産科とか小児とか新生児とか、それから救命センターとか

いろいろな所がありますよね。そこの救急患者の受け入れの実態に応じたような配分で、

きっちりとその予算が自治体からおりるような仕組みをぜひとも考えていただきたいと

いうのが２点目。それから３点目は、おそらく自治体からですか、これは国公立ですか、

それとも公立だけの病院ですか。例えば予算が自治体からおりるとしたら、その辺のと

ころはどうなのでしょう。 

【開出室長】 

  交付税の公立病院に対してやっているのは、純粋の自治体立と、あと公的な医療機関

ですね、赤十字とか、位置づけられたものまで対象にしています。今回もう少し、公益

法人のところまで拡充ということになっていますけれども、基本的には公的な位置づけ

があるところです。 

【島崎委員】 

  差し当たって今回がこのような共管で、医療機関に総務省がお金を出すというのは非

常に画期的だと私は思いますが、実際に出るとしたらです。思いますけれども、来年度

からすぐというのでなくてもいいですけれども、民間病院の救命センター等含めて、か

なりそこが救急医療の現場にかかわっていますから、民間病院へも自治体を通して支援

が行くようなことを、ぜひとも考えていただきたいというように思います。 
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【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。 

【山崎委員】 

  座長、済みません、最後に２点。 

【山本（保）座長】 

  どうぞ、先生。 

【山崎委員】 

  日本精神科病院協会副会長の山崎です。精神科の救急というのは独自に、精神科救急

システムということで実施しているのですが、現在、精神科の会員病院が非常に困って

いるのは、精神障害者が合併症を起こしたとき、例えば統合失調症の患者さんが心筋梗

塞だとか脳卒中を起こした、あるいは、うつ病の患者さんが自殺企図で飛びおりて、脊

髄損傷で麻痺の状態になってしまったという患者さんを受け入れてくれる病院がほとん

どないのですね。これは脳卒中、あるいは心筋梗塞、あるいは整形外科の病院にお願い

しても、統合失調症という診断がついていたり、自殺念慮があるうつ病ということで、

ちょっと勘弁してくださいというのが実態です。したがって、このようなことを検討す

るときに、精神障害を合併している患者さんの扱いについてどのようにするかというの

も、１つ大きな検討課題だと思っています。それと、救急の搬送の実態にも入っていま

すけれども、認知症の患者さんが最近非常に増えております。団塊の世代が後期高齢者

に入ってくる２０年後ぐらいになりますと、この認知症の救急搬送をどういうふうにす

るかという、非常に社会的に大きな問題が出てくると思っています。したがって、その

辺を含めて検討していただきたいというのと、これは精神科とはあまり関係ないのです

けれども、今日の資料の２３ページに、佐賀県の救急医療の体制というのが図で出てい

るのですが、各都道府県、１次救急、２次救急、それから３次救急ということで、問題

は、都道府県側の市町村レベルの救急を支えている２次救急医療のところの病院群輪番

制病院、あるいは救急告示医療機関です。というのは、法的にどのような資格で、どの

ような指定をされていて、どのような診療機能を持っているかということを、この次の

検討会までに資料をちょうだいしたいと思います。現在、救急の現場が当直医を含めて

医師が少なくなっておりまして、勤務医から救急に特化すると、そんなに救急をしろと

いうならもう辞めると言われることが多くなり、病院自体が救急から逃げ出していると

いう実態があって、その届け出をしたときの病院の診療機能と、その後の今日現在の診
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療機能が果たしてきちんと合っているのかという検証をすることが大事で、当然診療は

できるのでしょうということではないと思うので、その辺を含めて、どのようなチェッ

クの機能があって、どのような条件で病院を指定しているかというデータをちょうだい

したいと思います。 

【山本（保）座長】 

  わかりました。 

  今大きく２つあったと思います。救急告示病院の件については、中山室長、よろしく

お願いしたいと思います。それから精神科疾患、あるいは認知症の受け入れの非常に難

しいというのは、もういろいろなところで出ているわけでございます。特にこの中でも

４０ページあたりの、コードの中の情報に、疾病に関する情報で、精神疾患、アルコー

ル、それから認知症、この辺のところはこれからも非常に大きな問題によりなってくる

のではないのかなと。先生のお話、そのとおりに作業部会でもお話しさせていただきた

いと思います。ありがとうございました。そろそろもう時間でございますが、岡本長官、

あるいは外口局長、いかがでございましょうか。長官からいきましょう。 

【岡本長官】 

  いろいろご意見、ご指導、ありがとうございました。いろいろいただいた点で、また

これから作業部会で詰めていただくことと存じますけれども、そういう点でいって２つ

大きなお話があって、１つは進め方のお話がありまして、今あるＭＣでありますとか、

そういう協議会を各県でやるときにどうするか。多くの先生方からお話ございましたよ

うに、既存のいろいろな協議会と屋上屋を重ねないようにやっていくということであろ

うと当然思います。そのためにも、このガイドラインの中で、どういうことをこの協議

会できちんとしなければいけないのだということを明示的にしていただけることによっ

て、ではそれをきちんとやっていこうとすれば、既存の今の協議会でこういうことをや

ればいいのではないかということも、おのずとはっきりしてくると思います。そのよう

な意味でも、ぜひ作業部会でやろうとすることを、ある意味では具体的、明示的に示す

ということが重要ではないかというように考えております。それからもう１つ大きな、

お金の話がございました。これは厚生労働省のほうの国費によっていろいろやっていら

っしゃる予算、それから私どもが中心的に地方財政措置を講じてやっておりますいろい

ろな措置、これをあわせて講じることによって、いろいろ今ご指摘、ご心配あったよう

なことを解消していくということだろうと思います。それで１つ、総務省のほうでやっ
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ております中で、島崎先生のお話の中の、どういう病院かということ、対象はどこだと

いうお話がございましたけれども、我々この数年間、いろいろな病院のこういう地域の

医療をどうやって確保していくかというときに、私ども総務省全体として持っておりま

す問題意識は、今まで、ともすれば公立病院にいろいろなことをやってまいりましたけ

れども、地域の医療を確保するために、それぞれの医療機関がどういう機能を果たして

いるか。その果たしていただいている機能に着目して、県なり市町村がお金を出してい

く、そういうものを想定しながら、我々としては交付税なり何なりの地方財政措置を考

えるべきなのではないかというふうに考えております。そういう意味で、ではその医療

機関がどういう位置づけなのかということを、ある意味では私ども役人でございますか

ら、制度的にきちんと位置づけるということと、よりそういう仕組みがつくりやすいと

いうことになりますけれども、今回の消防法の改正で、消防機関と医療機関、それを県

が入って、こういう意味では実施基準という形で位置づけるわけでございますから、こ

の実施基準に位置づけられた病院は、当然、公立であろうが何であろうがその機能を果

たすという中で位置づけられているわけでございますから、そういうものが果たすこと

に、どれだけの、いわゆる財政需要があるかということに着目しながら、そのような財

政措置を講じていくことを、ぜひ前向きに進めていきたいというように考えております。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございます。外口局長、お願いいたします。 

【外口局長】 

  消防法の改正に基づきますこのガイドライン策定についての議論から始まりましたけ

れども、その中で地域医療、救急医療をめぐる課題について、さまざまなご指摘をいた

だきました。今の状況をより改善していくためには、やはり予算制度、診療報酬といっ

たいろいろな仕組みを通じて、これを短期、中期、長期と組み合わせて取り組んでいく

ことが必要だと思っております。行政としても、必要な対応が進められるよう、努力し

てまいります。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございました。それでは、もう時間が参ってしまいました。今後のディス

カッションは、細かいところが出てくると思いますので、作業部会を設立して、そこで

進めていって、この親会にそれをご報告して、よりよいルールづくりを目指す、そして

協議会を目指すというところで、ご了解をいただきたいと思います。それでは、この辺
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で事務局のほうにバトンタッチをさせていただきます。事務局、お願いします。 

 

 ８ 閉会 

【事務局（溝口）】 

  ありがとうございます。皆様、ほんとうに活発なご議論ありがとうございました。  

次回の開催、あるいは作業部会のご案内等は、事務局のほうよりまた改めてさせていた

だきたいと思います。１点、担当として、済みません、私の領分を超えたことかもしれ

ませんけれども、この消防法改正のすさまじさを少し皆さんと共有させていただきたい

と思います。私は、正直言いますと恐怖です。杉本先生がおっしゃったような絵に描い

た餅ですとか、さつま町のここまでしかできません、あるいは大阪のウオークインの話、

それはウオークインで病院が、病院を公開したらうまくいかなくなりましたというとこ

ろまでデータとして出せますかというようなことを突きつけるような、これは改正です。

そして、有賀先生が特におっしゃったような、当たり前のことだよねというのは、デー

タにするのがいかに苦しかったかということは共有できているのではないかと思います。

関係者間のコモンセンスは暗黙知です。それを出せというガイドラインをつくるか、そ

れを突きつけて、そのデータを出す覚悟があるのかというのを問うというのが、この検

討会のやっている作業でして、私は時々これで目が覚めるぐらい恐ろしい思いに駆られ

ているということを、あえて申し上げさせていただきたいと思います。金というよりも、

金をどこにつけなければいけないか、そのためのデータをほんとうに出す覚悟がありま

すかという話だと思っておりますので、ぜひよろしくお願いいたします。済みません、

出過ぎた発言をしてしまいましたことをお許しください。どうぞ、今後ともよろしくお

願いいたします。本日はありがとうございました。 

【山本（保）座長】 

  ありがとうございました。 

 

速記担当：（株）大和速記情報センター 
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